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大規模小売店舗法の特徴
加藤義忠
I はじめに
(1) 
私はすでに2つの研究ノート 「第1次百貨店法の成立経緯とその特質」，
(2) 
「第2次百貨店法の特質」において，戦前と戦後の百貨店法をとりあげ，そ
れらの成立経緯や法の内容あるいはそれらの効果などについて考察した。そ
のことをとおして，百貨店のような大規模小売商にたいする国家の直接的な
法的規制ないし統制の意図は，一般的には大規模小売商の利益に配慮しつつ
現存の資本主義休制を維持し安定化させるために，大規模小売商と中小小売
商のあいだに生じる社会的な対立ないし摩擦を調整し緩和せしめることにあ
るという命題を具体的に検証した。同時にまた，両者の対立ないし摩擦の調
整基準の時代的な変化をも明らかにしようと努めた。
本研究ノートにおいては，従前と同様の視角から， 1973年（昭和48年）に
成立した大規模小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小売業の事
業活動の調整に関する法律。以下，大店法とよぶ）を対象にして，その成立
経緯や法の内容ないしその効果などについて分析しようと思う。後述のよう
に，規制対象を百貨店のみならずスーパー等の大型店に拡張しながらも規制
緩和法として特色づけられるこの大店法は，その後1978年（昭和53年）に一
部改正（以下， 改正大店法とよぶ）されたが， その経緯や改正大店法の中
(1) 関西大学「商学論集」第糾巻第3号， 1989年8月。
(2) 同上誌，第34巻第4号， 1989年10月。
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味，その効果およぴ大規模小売商の規制をめぐるその後の展開等についての
考察は次のノートでおこないたい。
I 大店法の成立経緯
まず，大店法制定にいたる経緯を簡単に素描してみよう。
第2次百貨店法改正を意識させた契機は，いわゆる疑似百貨店問題の発生
である。高度経済成長の本格化した1960年代にはいり，低価格訴求を主要な
(3) 
手段として急角度で成長したスーパーは，取扱商品の競合度合の高い中小小
(4) 
売商の営業をしだいに圧迫しはじめた。だが，当初スーパーは政府によって
いわゆる流通革命の担い手として位置づけられ，法的な規制の外におかれて
いた。たとえば，セーフウエイの対日進出計画ともからんでスーパー規制の
要望が強まった状況下の1962年（昭和37年）末に開かれた産業合理化審議会
流遥部会において，スーパー規制問題が議論されたが，この時点での結論は
スーパーに法的規制をくわえるべきではないというものであった。スーパー
の進出によって徐々に中小小売商の営業が圧迫されはじめていたにもかかわ
らず，このような結論に達した背景には上記のような政府の支援があったの
にくわえて，この時期におけるスーパーはまだ小売業界の支配者として君臨
(3) 中野安「硯代日本資本主義と流通機構」森下二次也監修「講座・硯代日本の
流通経済」第3巻，大月書店， 1983年11月， 15-16ペー ジ。
(4) スーパーの進出によって，もっとも影響をうけたのは取扱商品の競合度合の高
い食料品店であった（流通産業研究所編「大規模小売業と地域社会」リブロボー
ト， 1980年5月， 33-34ページ）のはたしかであろう。このようにスーパーと直
接取扱商品の競合する中小小売商の営業が圧迫されるのは容易に認識できよう
が，それだけではなく，スーパーの出店によって顧客の流れが変わり，既存の商
店街が衰退する場合には，直接取扱商品の競合しない中小小売商の営業も少なか
らぬ影轡をうけることになろう。もっとも，逆にスーパーの進出によって顧客の
流れがふえる区域では，直接取扱商品の競合しない中小小売商のなかに売上を増
大させるものもでるであろう（通商産業省企業局絹「流通革新下の小売商業ー百
貨店法改正の方向ー」大蔵省印刷局， 1972年12月， 80ペー ジ）。
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していた百貨店の地位を脅かすまでに発展しておらず，百貨店サイドからの
(5) 
スーパー規制要求があまり強くなかったという事情も存在していた。それだ
けではない。この時期は小売市場の規模が全休として拡大基調にあったの
で，スーパーと中小小売商の溜在的な対立がまだ顕在化するまでにいたらな
(6) 
かったという状況が存在していたことも忘れてはならない。
しかしながら，その後スーパーは大型店舗を核店舗としながら全国的規模
で多店舗展開をおこない，資本の蓄積を強力におしすすめていった。このよ
うな状況がすすむなかで問題視されるようになったのが，スーパーが大型店
舗を出店し営業するさいに百貨店法による規制をまぬがれるために各階ごと
に系列の別会社で店舗を運営するということから生じた疑似百貨店問題であ
る。この問題にたいする当初の対応として，通産省は1968年（昭和43年）か
ら1970年（昭和45年）にかけて一連の通達をだした。 1968年6月の通達で
は，疑似百貨店にたいして広告や商号や店員の服装等が相互に明確に区別で
きるようにといった指導がなされた。なかでも， 1970年9月の通達では，百
貨店以外の大規模小売商にたいして，店舗の新・増設をおこなうさいに事前
に地元の通産局に届出ることや店舗の新・増設，広告，廉売，休日，営業時
(7) 
間などについて，地元と十分に調整をすること等々が指示された。だが，こ
れらの通達はただちにスーパーを百貨店法の規制対象にふくめようとしたも
のではないが，スーパーなかでも全国的に店舗展開をおこなう大規模スーパ
(8) 
ーと中小小売商との対立や摩擦をやわらげながら，百貨店法そのものの規制
緩和をおしすすめようとするための準備行為であったということができよ
(9) 
う。このような措置には，一方ではスーパーをも自己と同様に法的規制の対
(5) 田村正紀「硯代の流通システムと消費者行動」日本経済新聞社， 1976年9月，
157-158ペー ジ。
(6) 中野安，前掲論文， 18ペー ジ。
(7) 通商産業省企業局編，前掲書， 81ペー ジ。
(8) 白髭武「現代日本の流通問題」白桃書房， 1974年2月， 173ペー ジ。
(9) 田村正紀，前掲書， 160ペー ジ。
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(10) 
象にふくめながら，他方では法的規制の度合を綬和せしめようとする百貨店
業界の意向が強く反映されていた。
このような経緯をへて，百貨店法の改正問題が議論の中心になるにいたっ
た。この議論をリードした百貨店協会は1971年（昭和46年） 12月に百貨店法
改正私案を発表した。その骨子は，第1に大手スーパーなどの疑似百貨店を
百貨店法の適用対象に新たにくわえ，店舗の新・増股や営業時間や休日など
を規制することによって競争上の公正化をはかること，第2に規制対象を現
行の企業主義から建物主義に変更すること，第3に規制対象の基準売り場面
積を 1,500平方メートル（東京都およぴ政令指定都市では3,000平方メート
ル）以上を 2倍にひきあげること，第4に資本自由化，コンシューマリズム
の台頭などの環境変化に即応する時限立法とすること等々というものであっ
た。百貨店協会は上記のような趣旨の改正私案を公表するにとどまらず，産
業構造審隊会流通部会の小売問題小委員会にたいして，この改正私案をもと
にした「大型小売業にかんする法制のあり方」を早急にとりまとめるよう要
(11) 
望した。
当部会の答申は翌年の1972年（昭和47年） 8月にだされたが，そのなかで
次のように書き記されている百貨店法改正の基本理念には，当時の百貨店業
界や通産省の基本的姿勢が明確に表現されている。「百貨店法は百貨店の新
増設，営業時間，休日等を規制し，もって中小商業者の事業機会を確保する
ことを目的に制定されたが，同法制定当時においては，消費者利益に対する
配慮はまだ十分とはいいがたい実状にあり，一方，中小商業者を保膜し社会
的摩擦の発生を防止すべきであるとの社会的要請が強かった。しかし，最近
にいたり，コンシューマリズムの台頭に対応して，消費者利益の確保を中心
として小売商政策を進めるべきであるという考え方が重視されるにいたって
いる。このような方向にそって，流通近代化を涌じて消費者物価の安定，多
様化する消費者欲求の充実という要請を満たすことは，流通政策を推進する
(10) 通商産業省企業局絹，前掲書， 81ペー ジ。
(11) 田村正紀，前掲書， 161ペー ジ。
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に当たり最も重要な課題であるが，このためには小売業における有効競争を
促進する必要があり，効率的な大規模小売店の自由な参入を図るため，現行
百貨店法について再検討が必要であると考える。これらの状況の変化にかん
がみ，現行百貨店法は緩和すべきであると考えられるが，依然として中小小
売商と大型小売商の間には競争条件に大きな格差が存在しており，何らかの
(12) 
調整が必要であると考えられる」。「中小小売商施策の基本的な方向は，中小
小売商の徒らな保護ではなく，その本来的機能の重要性を認識し，これを十
(13) 
分に発揮しうるよう，経営体質を強化していくことにもとめられよう」。
みられるように，今後の小売商業政策の策定においては消費者利益の確保
という視点が大切であり，そのためには従前のような中小小売商にたいする
いたずなら保護ではなく，とりわけスーパーのような効率的な大規模小売商
の自由な参入をはかり，流通近代化を推進しなければならないので，スーパ
ーをもふくめた大規模小売商と中小小売商の対立の調整も必要ではあるけれ
ども，主要には現行百貨店法の規制度合を綬和すべきであるという結論が導
出されている。このような基本理念から具体化される法改正のボイントは下
記のような内容のものであった。「(1)流通近代化， 消費者利益確保の視点を
法の中で明らかにする。 (2)基準面積以上の大規模小売店舗の新増設について
は，許可制を事前届出制とし，通商産業大臣の勧告，措置命令等の規定を設
ける。 (3)百貨店以外の新しい形態の大規模小売店舗を対象に含める。 (4)営業
時間，休日等の行為規制については，新しい事態に配慮しつつ，なお，これ
(14) 
を存続する」。換言すれば， 消費者の利益にもつうじる流通近代化の効果が
十分に発揮され，他方では大規模小売商の進出にたいする中小小売商の対応
がより円滑かつ容易になるように，大規模小売商の法的規制対象を現行の百
貨店だけではなくスーパーなどに拡大し，しかも現行の企業主義から建物主
義に変更したうえで，一定規模以上の店舗の新・増設の規制方式を許可制か
(12) 通商産業省企業局編，前掲書， 83ペー ジ。
(13) 同上書， 88ペー ジ。
(14) 同上書， 86ペー ジ。
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ら事前届出制にかえ，場合によっては通産大臣の勧告，措置命令等の規制を
おこなうということであろう。ここでの眼目は，消費者利益の確保という美
名のもとに，実質的には大規模小売商の利益を優先する流通近代化政策の推
進のために，大規模小売商の店舗の新・増設にたいする国家的規制を百貨店
法における許可制から事前届出制に緩和せしめようとする点にあるといって
よい。
上記のように，答申は主として百貨店業界の意向を反映したものであると
いうことができるが，この答申にそって通産省の百貨店法改正原案が作成さ
れ，国会上程の準備がなされた。だが， 1972年（昭和47年）末におこなわれ
た総選挙で躍進した社会党と共産党によって，この原案にたいして反対の態
度が表明され，許可制にすぺきであるとの主張がなされた。もっとも，この
ような主張の背後には1971年（昭和46年） 12月に結成された疑似百貨店対策
協議会があり，そこに多数の中小小売商関係者が組織され，百貨店法を強化
して疑似百貨店も規制対象とすることを強く求める業者運動が存在していた
のである。それにくわえて，この原案は中小小売商関係者の支持を失いた＜
ないと願う自民党の商工関係委員の反対にも遭遇した。その結果，通産省原
案はさしもどされ，その修正案として1973年（昭和48年） 3月に衆議院に提
出されたのが事前審査付届出制とよばれる改正前の大店法案であった。これ
は同年9月に参議院も通過して成立し， 10月に公布された。そして，大店法
(15) 
は翌年の3月1日より施行され，同時に第2次百貨店法は廃止された。
1[ 大店法の内容的な特徴とその効果
上述のような経緯をへて制定された大店法（付録をみよ）は4章21条構成
であるが，その内容的な特徴は次の2点に要約できよう。
第1に，大店法では，それ以前の百貨店法制定過程で考え方として提示さ
れなかったわけではないけれども明文化されたことのなかった消費者利益ヘ
(15) 田村正紀，前掲書， 162-164ペー ジ。
72(920) 第 34巻第 6 号
(16) 
の配慮という視点が新たにとりいれられ，これが大義名分として利用され，
従前の百貨店法における許可制が事前審査付届出制に改変され，規制内容が
大幅に緩和されたことである。ただし，この届出制はたんなる届出制ではな
く事前審査付届出制であるという点に注目しなければならない。というの
は，これは百貨店やスーパー等からの店舗の新・増設の届出（店舗面積，開
店日，閉店時刻，休業日数）にたいして通産大臣が事前に審議会等にはかり，
調整の必要があれば勧告・措置命令をおこなえるという方式なので，運用い
(17) 
かんでは実質的に許可制にちかいものにもなりうるからである。
事実，このことは出店予定地の商工会議所を中心に組織される商業活動調
整協議会（以下， 商調協とよぶ）での審査をめぐる各地の事例にみられる
が，これは次のような仕組みによって可能となった。大店法による調整は通
産大臣によってなされるものではあったが，しかしそれは実際は店舗ごとに
なされなければならず，調整に要する時間や費用が膨大なものになる等々の
(18) 
理由から，政府によって直接担当されなかった。大規模小売商と中小小売商
の利害の調整は，元来政府によっておこなわれる業務であるのに，政府はみ
(19) 
ずからの責任を放棄したわけである。そこで，この調整は次々に諮問という
かたちで各市町村の商調協（地元商業者，消費者，学識経験者など20人ほど
の委員で構成）にまでおろされた。そして，それは実質的にはそこでなされ
るはずであった。しかしながら，商調協での見解は立場の遮いを反映して対
(20) 
立することが予想され，事実対立する場面が少なくなかったのに，通産省は
そこでの見解の全会一致という行政指導をおこなった。このような状況のな
(16) 斉藤雅通「大規模小売店舗法」保田芳昭・加藤義忠編「硯代流通論入門」有斐
閣， 1988年4月， 186ペー ジ。
(17) 佐藤肇「日本の流通機構」有斐閣， 1974年10月， 316ページ，流通産業研究
所編「80年代の流通産業」日本経済新聞社， 1979年5月， 187ペー ジ。
(18) 田村正紀，前掲書， 165ペー ジ。
(19) 杉本修「大型店と小売商業政策の展開」糸園辰雄・中野安・前田重朗・山
中豊国絹「転換期の流通経済」 1．小売業，大月書店， 1989年2月， 170ペー ジ。
(20) 岡村明達「大型店規制の新段階」「経済」 1982年6月号， 35-36ペー ジ。
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かで考えだされた調整組織が，大規模小売商の代表者と地元の多数の中小小
売商によって構成される非公式の事前商調協（大型店の建物設置者による届
出いわゆる 3条申請と大型店に出店する小売業者の届出いわゆる 5条申請の
あいだに開催されるもの）ないし事々前商調協 (3条申請の前にもたれるも
の）であった。通産省はこの種の事前調整をへなければ3条申請を受理しな
いという行政指導もおこなっていた。その結果，正式の商調協で実質的に審
議することが困難となり，正式の商調協は事前商調協や事々前商調協での合
(21) 
意を形式的に追謁するだけの機関となる場合もみられた。
第2に，第2次百貨店法では基準面積以上の大規模店舗を有する小売企業
としての百貨店が規制対象とされたのにたいして，大店法では同一建物内の
店舗面積が基準（東京都と政令指定都市では3,000平方メートル，その他の
都市では1,500平方メートル）以上の大規模店舗がすべて規制対象とされた。
いわゆる企業主義からいわゆる建物主義へと規制方式が大きく転換せしめら
れたわけである。その結果，それまで法の網の目をくぐり急角度で成長した
スーパーも法的規制対象にくみこまれ，’規制範囲が拡大されることとなっ
た。しかし，同時に寄合百貨店のような中小小売商の共同店舗等も規制対象
にふくめられるようになったが，この点も看過してはならない。
叙上のような内容的な特徴を有する大店法の効果は一体どのようなものだ
ったのだろうか。それは下記のようにまとめることができる。大店法では，
大規模小売商と中小小売商の対立や摩擦を調整するためになされる大規模小
売商規制は，従前の新旧百貨店法に比して大幅に綬和されたことはたしかで
あるけれども，しかし法そのものが存在しない状況と比較すれば，それによ
って中小小売商が多少なりとも保護され，硯休制の維持•安定化になんらか
の貢献をおこなうという効果が発揮されたのはまちがいない。
しかしながら，大店法は次の点で新旧の百貨店法と大きく異なる。従前の
第1次と第2次の百貨店法では，大規模小売商の利益にある程度配慮しつつ
も主要には中小小売商を保護するという見地から，両者間の対立が調整され
(21) 田村正紀「大型店問題」千倉書房， 1981年11月， 6-10ペー ジ。
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ていたので，大規模小売商の活動がより強く規制されるという側面が前面に
でていた。だが，大店法では，中小小売商の保護ではなくて流通近代化・合
(22) 
理化の推進という見地が優先されるようになり，それに寄与する大規模小売
(23) 
商の展開が促進され，その利益擁護が前面におしだされるようになった。他
方，中小小売商にかんしては，そのなかから流通近代化・合理化の推進に貢
献する層が選ぴだされ，その部分はある程度育成されたのにたいして，それ
に貢献しない層は淘汰されるようになった。つまり，その内部に差別・分断
がもちこまれたわけである。かくして，中小小売商にたいする基本政策は保
(24) 
護政策から選別・淘汰政策に転換した。
それだけではない。大店法は，従前の第1次と第2次の百貨店法の場合ほ
どではないにしても， 新規出店にとって一定の参入障壁として作用するの
(25) 
で，既存店舗をある程度保護するという面ももっている。このことにも留意
しなければならない。
以上のように，大店法は従前の法的規制に比べて，大規模小売商の利益擁
護を前面にうちだすものに大きく変貌をとげたけれども，大規模小売商の活
動展開にとってある程度の足かせとなっていることも事実だから，それにた
いして大規模小売商は基本的には二様の対応をすることが考えられる。 1つ
は，大店法によって規制されないようなやり方で個々的に活動を展開するこ
とであり，もう 1つは大店法そのものの規制内容を共同していっそう緩和せ
しめようとすることであろう。大店法制定後間もないということにくわえて
共同のこころみということもあり，その後しばらくのあいだは第2の対応
ではなくて，第1の対応が主流をしめていたといってよい。なかでも，規制
基準面積未満での店舗の展開に力をいれ，大店法の規制をのがれるという方
(22) 杉本修，．前揚論文， 169ペー ジ。
(23) 西元良行「流通政策としての大型店規制」森下二次也監修． 前揚講座， 第4
巻， 1984年1月， 157ペー ジ。
(24) 森下二次也「現代の流通機構」世界思想社， 1974年9月， 182-184ペー ジ。
(25) 田村正紀「硯代の流通システムと消費者行動」 152ペー ジ。
大規模小売店舗法の特徴（加藤） （923)75 
式が全国各地で摩擦を生むようになり，その結果大店法の改正・強化が社会
(26) 
的な問題になっていった。だが，この経緯や改正大店法の内容ないしその効
果およびその後の大規模小売商規制をめぐる動き等の検討は今後の課題とし
たい。
＜付録＞
大規模小売店舗における小売業の事業活動の
調墜に関する法律 C昭48.10.1法律109号〕
第1章総則
（目的）
第1条 この法律は，消費者の利益の保護に配慮しつつ，大規模小売店舗における小
売業の事業活動を調整することにより，その周辺の中小小売業の事業活動の機会を
適正に確保し，小売業の正常な発達を図り，もって国民経済の健全な進展に資する
ことを目的とする。
（定義）
第2条 この法律で「店舗面積」とは，小売業（欽食店業を除くものとし，物品加工
修理業を含む。以下同じ。）を営むための店舗の用に供される床面積をいう。
2 この法律で「大規模小売店舗」とは，次条第2項又は第3項の公示に係る建物を
いう。
第2章大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整
（大規模小売店舗に闘する公示等）
第3条 1の建物であって，その建物内の店舗面積の合計が1,500平方メートル（都
の特別区及び地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第1項の指定都市の
区域内においては3,000平方メートル。以下「基準面積」という。）以上であるもの
の新設（建物の床面積を変更し，又は既存の建物の全部若しくは一部の用途を変更
することにより当該建物となる場合を含む。以下同じ。）をする者（小売業を営む
ための店舗以外の用に供し又は供させるためその建物の一部の新設をする者がある
ときはその者を除くものとし，小売業を営むための店舗の用に供し又は供させるた
(26) 岡村明達，前掲論文， 45ページ，斉藤雅通，前掲論文， 189-190ページ，杉本
修，前掲論文， 171ベー ジ。
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めその建物の一部を設置している者があるときはその者を含む。以下同じ。）は，
その建物の見やすい湯所に通商産業省令で定めるところにより表示を掲げるととも
に，通商産業省令で定める事項を通商産業大臣に届け出なければならない。ただ
し，当該新設をする者が2人以上である場合においては，これらの者の全部が，又
はその一部が共同して当該表示を掲げるとともに， 当該届出を行なうことができ
る。
2 通商産業大臣は，前項の規定による届出（同項の規定により 1の建物について2
以上の届出がある場合には，その最初の届出）があったときは，通商産業省令で定
めるところにより，その届出に係る建物における小売業の事業活動について調整が
行なわれることがある旨の公示をしなければならない。
3 通商産業大臣は第1項に規定する建物について同項の規定による届出がない場
合において，必要があると認めるときは，その建物につき前2項の規定の例により
表示及び公示をすることができる。
4 第1項に規定する建物の床面積を変更し，又はその建物の全部若しくは一部の用
途を変更することによりその建物内の店舗面積を基準面積未満とする者は，同項又
は前項の表示を除去するとともに，その旨を通商産業大臣に届け出なければならな
い。
5 通商産業大臣は，前項の規定による届出があったときは，通商産業省令で定める
ところにより，その届出に係る建物に係る第2項又は第3項の公示がその効力を失
う旨の公示をしなければならない。
6 通商産業大臣は，その店舗面積が基準面積未満となった大規模小売店舗について
第4項の規定による届出がない湯合において，必要があると謎めるときは，その大
規模小売店舗につき前項の規定の例により公示をすることができる。
7 第1項に規定する建物の新設をする者は，第2項又は第8項の公示があった後で
なければ，その建物の全部又は一部を，基準面積をこえて小売業を営むための店舗
の用に供し，又は供させてはならない。
8 第1項の規定の適用については，屋根，柱又は壁を共通にする建物（当該建物が
公共の用に供される道路その他の施設によって2以上の部分に隔てられているとき
は， その隔てられたそれぞれの部分）及び通路によって接続され，機能が一体と
なっている2以上の建物は，これを1の建物とし，その建物に附属建物があるとき
は，これをあわせたものをもって1の建物とする。
（大規模小売店舗における小克業の営業開始等の制限）
第4条 大規模小売店舗においては，その大規模小売店舗について前条第2項又は第
3項の公示がされた日から6月を経過した後でなければ，何人も，新たに小売業を
営んではならない。
2 前条第2項又は第3項の公示がされた際当該大規模小売店舗において小売業を営
大規模小売店舗法の特徴（加藤） (925)77 
んでいる者は，その公示の日から 6月を経過した後でなければ，当該大規模小売店
舗における店舗面積を増加してはならない。
（大規模,jヽ 克店舗における小売業者の届出）
第5条 大規模小売店舗において小売業を営もうとする者は，大規模小売店舗ごと
に，その営業の開始の日（以下「開店日」という。）の4月前までに， 次の事項を
通商産業大臣に届け出なければならない。
1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名
2 大規模小売店舗の所在地
3 開店日
4 店舗面積
2 第3条第2項又は第3項の公示がされた際当該大規模小売店舗において小売業を
営んでいる者は，その公示の日から 2月以内に，前項第1号，第2号及び第4号の
事項を通商産業大臣に届け出なければならない。
3 前2項の規定による届出には，通商産業省令で定める事項を記戦した書類を添附
しなければならない。
（開店日の繰上げ等の届出）
第6条前条第1項の規定による届出をした者は，その届出に係る開店日の繰上げを
しようとするときは，繰上げ後の開店日の4月前までに，その旨を通商産業大臣に
届け出なければならない。
2 前条第1項又は第2項の規定による届出をした者は，その届出に係る店舗面積の
増加をしようとするときは，店舗面積を増加する日の4月前までに，その旨を通商
産業大臣に届け出なければならない。ただし，通商産業省令で定める軽徴な変更に
ついては，この限りでない。
3 前条第3項の規定は，前2項の規定による届出に準用する。
（変更勧告）
第7条通商産業大臣は，第5条第1項又は前条第1項若しくは第2項の規定による
届出があった場合において，その届出に係る大規模小売店舗の周辺の人口の規模及
びその推移，中小小売業の近代化の見通し，他の大規模小売店舗の配置及び当該他
の大規模小売店舗における小売業の硯状等の事情を考慮して．その届出に係る事項
が実施されることによりその届出に係る大規模小売店舗における小売業の事業活動
がその周辺の中小小売業の事業活動に相当程度の影響を及ぼすおそれがあるかどう
かを審査し．そのおそれがあると隠めるときは，大規模小売店舗審議会の意見をき
いて，その届出を受理した日から 3月以内に限り，その届出をした者に対し，その
届出に係る開店日を繰り下げ．又は店舗面積を減少すべきことを勧告することがで
きる。
2 大規模小売店舗審議会は，前項の規定により意見をきかれた場合において，その
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意見を定めようとするときは，その大規模小売店舗の所在地がその地区内にある商
工会議所又は商工会の意見及び消費者又はその団体，小売業者又はその団体その他
のもので通商産業省令で定めるところにより申出をしたものの意見をきかなければ
ならない。
（変更命令）
第8条 通商産業大臣は，前条第1項の規定による勧告を受けた者がその勧告に従わ
ない場合において，同項に規定する事態が生じ，中小小売業の利益が著しく害され
るおそれがあると隠めるときは，大規模小売店舗審議会の意見をきいて，その届出
を受理した日から4月以内に限り，その勧告を受けた者に対し，その勧告に係る開
店日を繰り下げ，又は店舗面積を減少すべきことを命ずることができる。
2 前条第2項の規定により大規模小売店舗審議会が意見をきかれた場合に準用す
る。
（開店時刻及び休業日数）
第9条 大規模小売店舗において小売業を営もうとする者は，大規模小売店舗ごと
に，開店日までに，その閉店時刻を通商産業大臣に届け出なければならない。ただ
し，その閉店時刻が通商産業省令で定める時刻以前であるときは， この限りでな
い。
2 大規模小売店舗において小売業を営もうとする者は，大規模小売店舗ごとに，開
店日までに，その休業日数を通商産業大臣に届け出なければならない。ただし，そ
の休業日数が通商産業省令で定める日数以上であるときは，この限りでない。
3 大規模小売店舗において小売業を営んでいる者は，その閉店時刻の繰下げ又は休
業日数の減少をしようとするときは，あらかじめ，その旨を通商産業大臣に届け出
なければならない。ただし，繰下げ後の閉店時刻が第1項の通商産業省令で定める
時刻以前であるとき，若しくは減少後の休業日数が前項の通商産業省令で定める日
数以上であるとき，又は閉店時刻の繰下げ若しくは休業日数の減少が通商産業省令
で定める軽微なものであるときは，この限りでない。
4 第7条の規定は前三項の規定による届出に，前条の規定は前三項の規定による届
出に係る勧告に，それぞれ準用する。この場合において，第7条第1項及び前条第
1項中「開店日を繰り下げ， 又は店舗面積を減少すぺきこと」とあるのは，「閉店
時刻を繰り上げ，又は休業日数を増加すべきこと」と読み替えるものとする。
（改善勧告）
第10条 遥商産業大臣は，大規模小売店舗における小売業者の顧客の送迎その他の営
業に関する行為がその大規模小売店舗における小売業の事業活動を通じてその周辺
の中小小売業の事業活動に影響を及ぼすおそれがある場合において，その中小小売
業の維持育成を図るため特に必要があると認めるときは，その営業に関する行為を
行なっている小売業者に対し，その堂業に関する行為をしないように勧告すること
大規模小売店舗法の特徴（加藤） (927)79 
ができる。
2 通商産業大臣は，前項の規定による勧告をしたときは，その旨を公表しなければ
ならない。
（消費者に対する配慮等）
第11条通商産業大臣は，第7条第1項（第9条第4項において準用する場合を含
む。），第8条第1項（第9条第4項において準用する場合を含む。）又は前条第1
項に規定する措置の運用に当たっては，・消費者の利益の保護について配慮し，あわ
せて，大規模小売店舗における中小小売業の近代化その他の小売業の事業活動の円
滑な遂行に支障を及ぽすことのないよう配慮しなければならない。
＜以下略＞
